
三重県営スポーツ施設自販機設置事業 契約書（案） 

 

公益財団法人三重県体育協会（以下、「甲」という。）と○○○○株式会社（以下、「乙」という。）

は、甲が管理する三重県営○○○○の建物又は敷地内（以下、「管理物件」という。）に乙の管理す

る自動販売機（以下、「自販機」という。）の設置及び管理について、下記により契約を締結する。 

 

（信義誠実の義務） 

第１条 甲乙両者は、信義を重んじ誠実に本契約を履行しなければならない。 

（使用目的） 

第２条 乙は、管理物件を自動販売機設置の用途（以下、「指定用途」という。）に自ら供するもの

とする。 

２ 乙は、管理物件を指定用途に供するに当たっては、別添「仕様書」の内容を遵守しなけれ

ばならない。 

（設置期間） 

第３条 設置期間は、２０１９年４月１日から２０１４年３月３１日までとする。 

（契約更新等） 

第４条 本契約は、前条に定める契約期間満了時において、本契約の更新（更新の請求及び管理物

件の使用の継続によるものを含む。）又は期間の延長は行わないものとする。 

（費用負担） 

第５条 自販機の設置及び管理により発生する費用については、下記のとおりとする。 

(１) 自販機の設置、移転及び撤去に関する費用 

    乙が負担するものとする。 

(２) 建物・土地使用料 

    別紙自動販売機一覧に掲げる額を甲が指定する口座に期日までに支払うものとする。 

(３) 自販機の運転に係る費用 

    自販機の運転に必要な光熱水費は、全額乙の負担とし、甲が指定する口座に期日までに支

払うものとする。 

２ 既に納付された建物・土地使用料は返還しないものとする。ただし、設置期間中に、乙の

責めに帰することができない事由により契約が解除又は中断となるときは、既に納付された建

物・土地使用料のうち、その期間に係る建物・土地使用料を日割りによって算定した額を返還

できるものとし、その額に十円未満の端数があるときは、これを切り捨てるものとする。 

（光熱水費の納付） 

第６条  乙は、特別な場合を除き、本契約に基づき設置した自販機に電気、水道等の使用量を計る

専用子メーターを設置するものとする。 

２ 光熱水費の計算は、甲が契約を締結した電気事業者等との契約に基づき、前項のメーターに

よる自販機に係る電気等使用量等を計測して計算するものとする。 

３ 甲は、前項に基づいて計算した電気使用料等を４半期に一度乙に請求し、乙は甲の指定する

口座に期日までに納入するものとする。 



（業務内容）  

第７条 乙は、自販機の維持管理について、下記の業務を行う。 

(１)  商品の補充及び金銭管理（つり銭の補充等含む。） 

(２)  販売する品目の容器等に応じた回収ボックスの設置及びゴミの回収並びに清掃 

(３)  自販機の照明等の点灯時間は、甲が指定した時間帯に設定し、省エネルギーに努めるもの

とする。 

２ 前項第１号において、商品の売切れや釣り銭切れが発生しないよう定期的に点検し、特に商

品の賞味期限については十分に留意するとこと。 

３ 第１項第２号により設置した回収ボックスのゴミの回収と清掃は定期的に行い、施設の美化

に努めること。 

（売上手数料） 

第８条 乙は、自販機によって販売された商品に対して、毎月の売上合計額に対し○○.○パーセン

トの売上手数料率を乗じた額を、売上手数料（以下、「手数料」という。）として甲が指定す

る口座へ翌月２５日までに納入するものとする。 

（延滞金） 

第９条 乙は、前条に基づき、甲が定める納期限までに手数料を納入しなかったときは、期限の翌

日から納付した日までの日数に応じ、手数料に年１４.５パーセントの割合を乗じて得た金額

を甲に支払わなくてはならない。ただし、その額に十円未満の端数があるときは、これを切

り捨てるものとする。 

（瑕疵担保） 

第１０条  甲の責に帰することが明らかな場合を除き、甲はその責を負わない。 

２ 乙は、甲の責めに帰することができない理由により自販機及び商品が汚損又はき損したと

きは、その汚損又はき損は乙の負担とする。 

（権利の譲渡等の禁止） 

第１１条  乙は、甲の承諾を得ないで自販機の設置する権利を、第三者に移譲し、転貸し、又は

管理物件の使用目的を変更してはならない。 

（使用上の制限） 

第１２条  乙は、管理物件の現状を変更しようとするときは、あらかじめ詳細な理由を付した書

面により甲に申請し、その承認を得なければならない。 

２ 甲は、乙から前項の申請があったときは、遅滞なく精査しその申請に対する回答を乙に対し

書面で行うものとする。 

（保全義務等） 

第１３条  乙は、善良なる管理者としての注意をもって自販機の維持保全に努めなければならない。 

２ 甲は、自販機の保全義務を負わないものとし、自販機について維持、保存、改良その他の

行為をするため支出する費用は、すべて乙の負担とする。 

３ 乙は、自販機が天災その他の理由により第三者に損害を発生させた場合には、その賠償の

責めを負うものとし、甲が乙に代わって賠償の責めを果たした場合には、乙に求償すること

ができる。 

（事故の通知） 

第１４条  乙は、自販機の全部又は一部が滅失し、又はき損した場合には、直ちにその状況を甲



に報告しなければならない。 

（使用上の損傷等） 

第１５条  乙は、その責めに帰すべき理由により管理物件を滅失し、又はき損した場合において

甲が要求するときは、自己の負担において現状に回復しなければならない。 

（実地調査） 

第１６条  甲は、必要があると認めるときは、甲の指定する職員をして乙に対しその状況に関し

て質問させ、管理物件を調査させることができる。この場合において、乙は、その調査

を拒み、又は妨げてはならない。 

２ 管理物件に設置する自販機について、メーターの定期的な測定や端末機械等を使用したデー

タ収集などにより、売上数量及び売上金額を明確な手法で把握、管理し、甲に書面で提出しな

ければならない。 

（個人情報の保護） 

第１７条  乙は、本契約に基づく業務において個人情報を取り扱う場合は、別記「個人情報の取

扱いに関する特記事項」を遵守しなければならない。 

（秘密保持義務） 

第１８条  乙は、この契約の履行に関して知り得た業務上及び技術上の秘密を第三者に漏らして

はならない。また、本契約が終了した後も同様とする。 

（契約の解除） 

第１９条 甲は、乙が本契約に定める義務を履行しないときは、本契約を解除することができる。 

２ 甲において、公用、公共若しくは公益事業の用に供するため管理物件を必要とするとき、又

は管理物件が廃止されるときは、本契約を解除することができる。 

３ 甲は、乙に次の各号のいずれかに該当する行為又は事実があった場合、乙に対し催告その他

何らかの手続きを要することなく、直ちに本契約を解除することができる。 

(１) 正当な理由がなく、本契約の履行を怠っとき。 

(２) この契約の履行について、不正の行為があったとき。 

(３) 差押・仮差押・仮処分・競売・保全処分・滞納処分等の強制執行の申立てを受けたとき。 

(４) 破産・特別清算・民事再生・会社更生等の申立てを受け、若しくは申立てをしたとき。 

(５) 故意または過失により、甲に重大な損害を与えたとき。 

(６) 乙が次のいずれかに該当するとき。 

ア 役員等（乙が個人である場合にはその者を、乙が法人の場合である場合には役員又はそ

の支店若しくは契約を締結する事務所の代表者をいう。以下、この号において同じ。）が

三重県暴力団排除条例（平成２２年三重県条例第４８号。以下、この号において、「条例」

という。）第２号第１号に規定する暴力団及び暴力団員よる不当な行為の防止等に関する

法律（平成３年法律第７７号）第２条第６号に規定する暴力団員（以下、この号におい

て「暴力団員」という。）又は暴力団員でなくなった日から５年を経過しない者（以下、

この号において「暴力団員等」という。）であると認められるとき。 

イ 暴力団（条例及び暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律第２条第２号に規定

する暴力団をいう。以下、この号について同じ。）又は暴力団員が経営に実質的に関与し

ていると認められるとき。 

ウ 役員等が自己、自社若しくは第三者の不正の利益を図る目的又は第三者に損害を加える



目的を持って、暴力団又は暴力団員等を利用する等と認められるとき。 

エ 役員等が、暴力団又は暴力団員等に対して資金等を供給し、又は便宜を供与する等直接

的あるいは積極的に暴力団の維持、運営に協力し、若しくは関与していると認められる

とき。 

オ 役員等が、暴力団又は暴力団員等と社会的に非難されるべき関係を有していると認めら

れるとき。 

カ 下請け契約又は資材、原材料の購入契約その他の契約にあたり、その相手方がアからオ

までのいずれかに該当することを知りながら、当該者と契約を締結したと認められると

き。 

キ 乙が、アからオまでのいずれかにかに該当する者を下請け契約又は資材、原材料の購入

その他契約の相手方としていた場合（カに該当する場合を除く。）に甲が乙に対して当該

契約の解除を求め、乙がこれに従わなかったとき。 

(７) 第１８条の規定に違反したとき。 

(８) その他民法上所定の解除事由があるとき。 

４ 乙は、前号第１号から第２号及び第６号から第８号に該当する事由により契約を解除された

ときは、契約解除前の売上手数料の一割に相当する違約金を甲に支払うものとする。 

５ 第３項第５号の規定による契約解除の場合には、乙は甲に与えた損害を賠償しなければなら

ない。   

６ 乙が違約金を甲の指定する期限までに納付しないときは、当該期間を経過した日から納付す

るまでの日数に応じ、年３.０パーセントの割合で計算した額の遅延利息を甲に納付しなければ

ならない。 

（管理物件の返還） 

第２０条  乙は、第３条に定める設置期間が満了したとき、又は前条の規定により本契約が解除

されたときは、管理物件を現状に回復して甲の指定する期日までに返還しなければなら

ない。ただし、原状に回復する必要がないと甲が認めた部分については、この限りでは

ない。 

（損害賠償等） 

第２１条  乙は、その責めに帰する理由により管理物件の全部又は一部を滅失し、又はき損した

ときは、当該滅失又はき損による管理物件の損害に対する金額を損害賠償として甲に支

払わなければならない。ただし、第１５条の規定により管理物件を原状に回復した場合

は、この限りではない。 

２ 前項に掲げる場合のほか、乙は、本契約に定める義務を履行しないため甲に損害を与えたと

きは、その損害に相当する金額を損害賠償として甲に支払わなければならない。 

３ 乙は、甲が第１９条第２項の規定により本契約を解除した場合において、乙に損害が生じた

ときは、甲にその補償を請求できる。 

（有益費等の請求権の放棄） 

第２２条  乙は、第３条に定める設置期間が満了したとき、又は第１９条第１項及び第３項の規

定により甲が本違約を解除した場合において、管理物件に投じた改良費等の有益費、修

繕費等の必要費等のその他の費用があっても、甲にこれを請求できない。 

（契約の費用） 



第２３条  本契約の締結及び履行に関して必要な費用は、すべて乙の負担とする。 

（疑義の決定） 

第２４条  本契約に関し疑義のあるときは、甲乙協議の上、決定するものとする。 

 

 本契約の締結を証するため、本書２通を作成し、甲乙両者記名押印の上、各自その１通を保有す

るものとする。 

 

 平成  年  月  日 

 

          甲  住所又は所在地 三重県鈴鹿市御薗町1669番地 

             氏名又は名称  公益財団法人三重県体育協会  

理事長 東地 隆司   ㊞ 

                

   

 

          乙  住所又は所在地 

             氏名又は名称 

             及び代表者名                 ㊞ 

  



自動販売機の設置場所・手数料率 

 

設置場所 設置箇所 使用面積 設置台数 売上手数料率 

 仕様書記載場所  ○㎡ ○台 ○○.○％ 

 仕様書記載場所  ○㎡ ○台 ○○.○％ 

 仕様書記載場所  ○㎡ ○台 ○○.○％ 

 仕様書記載場所  ○㎡ ○台 ○○.○％ 

以下、余白 

 

 


